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第1章 都市計画対象事業の名称 

都市計画対象事業の名称：広島中央エコパーク整備事業 

環境影響評価方法書までの手続きにおいては、都市計画対象事業の名称は「（仮称）広島中央

環境衛生組合一般廃棄物処理施設整備事業」としていました。 

今後、環境影響評価準備書以降の手続きについての名称は「広島中央エコパーク整備事業」

とします。 
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第2章 都市計画決定権者の名称等 

都市計画決定権者の名称： 東広島市 市長 藏
くら

田
た

 義
よし

雄
お

（都市部都市計画課） 

所在地： 広島県東広島市西条栄町 8 番 29 号 
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第3章 事業者の名称等 

事業者の名称： 広島中央環境衛生組合 管理者 藏
くら

田
た

 義
よし

雄
お

所在地： 広島県東広島市西条町上三永 766 番地 1 
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第4章 都市計画対象事業の目的 

広島中央環境衛生組合（以下、「本組合」という。）におけるごみ処理及びし尿・浄化槽汚

泥等処理の体制は、図－4.1.1に示すとおりである。 

本組合における可燃ごみの処理は、3 箇所（図－4.1.2参照）のごみ焼却施設で処理を行って

いるが、いずれも老朽化しており、年々補修費が増加している状況である。 

また、本組合におけるし尿・浄化槽汚泥等の処理は、4 箇所（図－4.1.2参照）のし尿処理施

設で処理を行っているが、ごみ焼却施設と同様に老朽化が進んでいるため、適正処理に向けた

新施設の整備が求められている。 

本事業は、老朽化の著しい賀茂環境衛生センター、竹原安芸津環境センター、大崎上島環境

センターを 1 つに統合し、新たにごみ焼却施設の整備を行うものである。 

また、し尿処理施設は、賀茂環境衛生センター、安芸津クリーンセンター、竹原クリーンセ

ンターを 1 つに統合し、新たなし尿処理施設の整備を行うものである。 

新施設稼働後のごみ処理及びし尿・浄化槽汚泥等処理の対象地域は、図－4.1.3及び図－

4.1.4に示すとおりである。 

図－4.1.1 ごみ処理及びし尿・浄化槽汚泥等処理の体制

改良工事を行い
継続使用

【賀茂環境衛生センター】
  ・施設規模： 210 kL/日
  ・竣工年月： 昭和60年9月
    ※平成11年3月改良

【安芸津クリーンセンター】
  ・施設規模： 21 kL/日
  ・竣工年月： 平成2年3月
    ※平成11年3月改良

【竹原クリーンセンター】
  ・施設規模： 50 kL/日
  ・竣工年月： 昭和62年3月
    ※平成10年3月改良

【大崎上島クリーンセンター】
  ・施設規模： 22 kL/日
  ・竣工年月： 平成8年3月
    ※平成26年3月改良

【賀茂環境衛生センター】
  ・施設規模： 300 t/日
   ● 1・2号炉
      ・処理能力：75t/24h/1炉
    ・竣工年月： 昭和60年9月
※平成16年9月改良

   ● 3号炉
      ・処理能力：150t/24h
　 ・竣工年月：平成13年3月

【竹原安芸津環境センター】
  ・施設規模： 70 t/日
  ・処理能力：35t/24h×2炉
　・竣工年月： 平成3年3月
    ※平成14年3月改良

【大崎上島環境センター】
  ・施設規模： 15 t/日
  ・処理能力：7.5t/24h×2炉
　・竣工年月： 平成3年3月
    ※平成14年3月改良

ごみ処理体制 し尿・浄化槽汚泥等処理体制

東広島市
（安芸津町を除く）

東広島市
（安芸津町）

竹原市

大崎上島町

処理対象地域（2市1町）
現在将来 現在 将来

3施設を統合した
新施設を計画

3施設を統合した
新施設を計画
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図－4.1.2 ごみ焼却施設及びし尿処理施設の位置図  

竹原安芸津環境センター 

賀茂環境衛生センター 

大崎上島環境センター 

安芸津クリーンセンター 

竹原クリーンセンター 

大崎上島クリーンセンター 

- ごみ焼却施設（計 3 施設） 

- し尿処理施設（計 4 施設） 
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図－4.1.3 ごみ処理の対象地域 

図－4.1.4 し尿・浄化槽汚泥等処理の対象地域 

東広島市 

竹原市 

大崎上島町 

東広島市 

竹原市 
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位置の選定理由は、以下に示すとおりである。 

本組合管内（東広島市、竹原市及び大崎上島町）の人口重心は図－4.1.5に示すとおりであ

り、地域内人口が全体として平衡を保つ位置を選定した。 

また、輸送効率については、一般国道 2 号と東広島・呉自動車道へ近接し、本組合を構成す

る 2 市 1 町からアクセスしやすく輸送効率の良い位置にある。 

図－4.1.5 本組合管内（東広島市、竹原市及び大崎上島町）の人口重心 

資料：都市計画決定に関する資料、広島中央環境衛生組合
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第5章 都市計画対象事業の内容 

5.1 都市計画対象事業の種類 

・ごみ焼却施設の設置事業 

・し尿処理施設の設置事業 

5.2 都市計画対象事業の規模 

都市計画対象事業の規模は、以下に示すとおりである。 

・ごみ焼却施設 ： 300  t/日 

・し尿処理施設 ： 300 kL/日 

5.3 都市計画対象事業実施区域の位置 

都市計画対象事業実施区域（以下、「建設候補地」という。）の位置は図－5.3.1、所在地は

以下に示すとおりである。 

・所在地：広島県東広島市西条町上三永地内及び広島県竹原市田万里町の一部 

注）東広島都市計画として都市計画決定を行う。 
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図－5.3.1 建設候補地の所在地 

東広島市 竹原市 

（承認番号 平 26 情複、第 1073 号） 
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5.4 事業計画の概要 

5.4.1 施設整備に関する基本方針 

施設整備に関する基本方針は、以下に示すとおりである。 

【安全・安心の確保】 

廃棄物処理体制を充実させ、住民の安全・安心を確保する。 

・廃棄物処理が滞らないよう将来にわたって安定的な稼働が可能な仕組みを構築する。 

・ダイオキシン類等の有害物質の低減を図る。 

・万全の事故対策を講じ、耐震性・耐久性に優れ、長期間の稼働が可能な施設とする。 

【環境負荷の低減】 

自然環境・生活環境に配慮し、環境への負荷を低減する。 

・可能な限り自然環境・生活環境への負荷を低減する施設とする。 

・資源循環、エネルギー回収及び利用に優れ、省エネルギー化に努めた施設とする。 

【計画的な財政運営】 

財政負担の軽減に努め、計画的な財政運営の中で進める。

・限られた財源の中でも確実に廃棄物処理ができるようコストの低廉化を図る。 

・合理的で無駄のない施設の整備・運営を行う。 

また、上記に加え、地域に親しまれる施設となるよう、以下の点に配慮した施設造りを

進める。 

・施設の意匠や色彩等に十分配慮し、周辺環境と調和した施設とする。 

・住民が集い、学び、触れ合うことのできる施設とする。 

・積極的な情報公開等により、住民とともに造る施設とする。 
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5.4.2 施設の概要 

(1) ごみ焼却施設の処理方式の選定 

本組合では、平成 32 年度稼働予定の新たな一般廃棄物処理施設の建設に向けて処理方

式、事業方式などを調査・審議することを目的として「新ごみ処理施設技術検討委員会」

（以下、「技術検討委員会」という。）を設置した。 

技術検討委員会では、平成 25 年 10 月から平成 26 年 10 月（予定）まで専門的かつ客観

的な立場から調査・検討・評価を行っている。 

なお、ごみ焼却施設の処理方式については、平成 26 年 6 月 16 日に以下の中間答申があ

った。 

【技術検討委員会の中間答申内容】 

本圏域が目指す新たなごみ処理システム構築の核となるごみ処理施設の処理方式につ

いては、「シャフト炉式ガス化溶融炉」が最も相応しいと判断する。 

一方で、最終的に事業選定を行う段階では、競争性の確保が望まれます。シャフト炉

式ガス化溶融炉の技術を有するプラントメーカーは数社ありますが、技術検討委員会と

しては、流動床式ガス化溶融炉についても採択の可能性を残しながら検討することを要

望します。 

上記答申を受け、設置する処理方式を「シャフト炉式ガス化溶融炉」と「流動床式ガ

ス化溶融炉」の 2 方式について、技術面、経済面などの総合的な検討を行うこととして

いる。 
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(2) 施設の概要 

施設の概要は、表－5.4.1及び表－5.4.2に示すとおりである。 

表－5.4.1 ごみ焼却施設の概要 

施設の種類 ごみ焼却施設（高効率ごみ発電施設） 

処理対象 普通ごみ、粗大ごみ、し尿汚泥（脱水汚泥）、災害ごみ

計画処理能力 300 t/日 （100t/日×3 炉） 

処理方式 ガス化溶融処理（シャフト炉式または流動床式） 

煙突高さ 59m 

煙突口径 口径 0.8m の内筒 3 本、外筒 1 本 

排出ガス温度 194℃ 

排出ガス量 
湿ガス 82,500 Nm3/h 

乾ガス（O212%換算値） 68,750 Nm3/h 

排出ガス濃度 

（O212%換算値）

硫黄酸化物 50ppm 

窒素酸化物 80ppm 

ばいじん 0.01g/Nm3

塩化水素 50ppm 

ダイオキシン類 0.1ng-TEQ/Nm3

排出ガス量 

硫黄酸化物 3.44Nm3/h 

窒素酸化物 5.50Nm3/h 

ばいじん 0.69kg/h 

塩化水素 3.44Nm3/h 

ダイオキシン類 6.88μg-TEQ/h 

排出ガス処理施設 
ばいじん、窒素酸化物、硫黄酸化物、塩化水素、ダイ

オキシン類の除去 

敷地面積 約 192,000m2（全体） 

建築物等 

工場棟：約 8,100m2（70m×115m）

高さ約 39m 

鉄骨造（一部、鉄筋コンクリート造） 

緑 地：約 3,200 m2（全体） 

運転計画 24 時間連続運転 

稼働開始 平成 32 年 10 月 

注）排ガス条件は、メーカーアンケート調査結果による。 
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表－5.4.2 し尿処理施設の概要 

施設の種類 し尿処理施設（汚泥再生処理センター） 

処理対象 し尿、浄化槽汚泥（農業集落排水汚泥含む） 

計画処理能力 300 kL/日 

処理方式 浄化槽汚泥の混入比率の高い脱窒素処理方式 

汚泥等の資源化方法 助燃剤化 

処理水の放流先 下水道 

処理水の放流量 最大 450m3/日 

敷地面積 約 192,000m2（全体） 

建築物等 

工場棟：約 5,000m2（45m×110m）

高さ約 15m 

鉄骨造（一部、鉄筋コンクリート造） 

緑 地：約 3,200 m2（全体） 

脱臭設備 

高濃度臭気 → 生物脱臭 → 中濃度臭気系へ 

中濃度臭気 → 酸・アルカリ次亜塩洗浄→活性炭吸着 

低濃度臭気 → 活性炭吸着 

運転計画 24 時間連続運転 

稼働開始 平成 32 年 10 月 

(3) 処理対象 

処理対象は、表－5.4.3に示すとおりである。 

表－5.4.3 処理対象 

 処理対象 

ごみ焼却施設 ・普通ごみ（生ごみ、木くず類、プラスチック類等） 

・粗大ごみ（木製家具、家電製品、寝具等） 

・し尿汚泥（脱水汚泥） 

・災害ごみ 

し尿処理施設 ・し尿、浄化槽汚泥（農業集落排水汚泥含む） 

資料：新ごみ処理施設技術検討委員会資料による。 
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(4) 処理対象の性状 

a) ごみ焼却施設 

ごみ焼却施設の処理対象の性状は、表－5.4.4に示すとおりである。 

表－5.4.4 ごみ焼却施設の処理対象の性状 

 低質ごみ 基準ごみ 高質ごみ 

三成分

（％）

水分 52.3 44.2 35.9

灰分 12.6 12.4 12.3

可燃分 35.1 43.4 51.8

低位発熱量（kJ/kg） 4,600 8,000 11,300

単位体積重量（kg/m3） 250 200 150

資料：新ごみ処理施設技術検討委員会資料による。 

b) し尿処理施設 

し尿処理施設の処理対象の性状は、表－5.4.5に示すとおりである。 

表－5.4.5 し尿処理施設の処理対象の性状 

し尿処理施設 
し尿 浄化槽汚泥 

pH －    7.6    7.2 

BOD  mg/L  7,300  5,400 

COD  mg/L  4,500  5,000 

SS mg/L  8,300 12,000 

塩化物イオン mg/L  2,100    640 

全窒素 mg/L  2,600  1,200 

全リン mg/L    310    190 

資料：新ごみ処理施設技術検討委員会資料による。 
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(5) 計画処理量 

計画処理量は、表－5.4.6に示すとおりである。 

計画処理量は、施設稼働開始以降、最も処理量が多くなる平成 32 年度の数値を設定した。 

表－5.4.6 計画処理量 

 処理対象 計画処理量 

ごみ焼却施設 

（t/年） 

普通ごみ 59,707

粗大ごみ 5,270

し尿汚泥（脱水汚泥） 7,752

合計 72,729

し尿処理施設 

（kL/年） 

し尿 19,412

浄化槽汚泥（農業集落

排水汚泥含む） 
75,738

合計 95,150

資料：新ごみ処理施設技術検討委員会資料による。 

(6) 施設規模 

施設規模は、ごみ焼却施設が 300t/日、し尿処理施設が 300kL/日とする。 

施設規模の算定方法は、以下に示すとおりである。 

【ごみ焼却施設の施設規模の算定方法】 

施設規模 ＝ 計画処理量（72,729t/年）÷実稼働日（280 日）÷調整稼働率（0.96） 

      ＋ 災害廃棄物の処理による施設規模（29t/日） 

     ≒ 300 t/日 

【し尿処理施設の施設規模の算定方法】 

1 日処理量＝95,150kL÷365 日≒261kL/日 

施設規模 ＝計画処理量（261kL/日）×月最大変動係数（1.15）≒300 kL/日 
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(7) 処理方式 

処理方式は、表－5.4.7に示すとおりである。 

表－5.4.7 処理方式 

 処理方式 

ごみ焼却施設 ・ガス化溶融処理 

（炉の方式はシャフト炉式または流動床式で検討中） 

し尿処理施設 ・浄化槽汚泥の混入比率の高い脱窒素処理方式 

（発生する汚泥の資源化方法は、助燃剤として再資源化） 

資料：新ごみ処理施設技術検討委員会資料による。 

(8) 設備構成 

a) ごみ焼却施設 

新施設の炉形式は、「シャフト炉式」と「流動床式」の 2 方式で技術面、経済面など

の総合的な検討を進めている。 

シャフト炉式の処理フローは図－5.4.1、流動床式の処理フローは図－5.4.2に示すと

おりであり、主な設備の概要は以下に示すとおりである。 

図－5.4.1 シャフト炉式の処理フロー 

資料：新ごみ処理施設技術検討委員会資料による。 
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図－5.4.2 流動床式の処理フロー 

資料：新ごみ処理施設技術検討委員会資料による。 

① 受入・供給設備 

普通ごみ、粗大ごみ、し尿汚泥をプラットホーム内で受入れる。貯留及び供給設備

はピット・アンド・クレーン方式とする。 

なお、プラットホームは屋内式とし、プラットホームの扉は、ごみの搬入時以外は

閉めるとともに、プラットホーム出入口にエアカーテンを検討する。 

② 前処理設備 

受入対象物のうち、粗大ごみは、効率的な焼却処理が可能なように、前処理として

破砕処理を行い、ピットに投入する。 

③ 燃焼設備・溶融設備 

ごみを焼却溶融設備に投入し、高温で溶融処理することにより、減量化、無臭化す

る。シャフト炉式は直接溶融炉のみで処理を行い、流動床式は流動ガス化炉で処理し

た後、溶融炉で処理を行う。 

④ ガス冷却設備 

ごみ燃焼後の排ガスを後段の排ガス処理設備が安全かつ効率よく運転できる温度ま

で冷却する目的で設置する。 

ごみ焼却施設では、ごみの焼却により発生した熱を積極的に回収し、有効利用する

ことを計画することから、廃熱ボイラ式を採用する。近年では、高効率発電を目的と

して蒸気圧力 4MPa、蒸気温度 400℃クラスのものが採用されており、これらと同等の

蒸気条件を設定する。 
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⑤ 排ガス設備 

ごみの焼却処理に伴って発生する排ガスを無害化する目的で設置する。 

排ガス処理方式は、集じん装置として「ろ過式集じん器（1 段バグフィルタ）」、塩化

水素及び硫黄酸化物の除去設備として「乾式法」、窒素酸化物の除去設備として「触媒

脱硝装置」を採用する。 

なお、減温塔は、ダイオキシン類の再結成防止及び集じん装置の保護のために、200℃

未満に減温する設備である。 

⑥ 余熱利用設備・エネルギー回収設備 

積極的な余熱の回収を行い、発電を行う。なお、発電量の増加を目指し、抽気復水

式の蒸気タービンを使用する。 

⑦ 通風設備 

通風設備とは、ごみ焼却に必要な空気を、必要な条件に整えて溶融設備に送り、ま

た、溶融設備からの排ガスを、煙突を通して大気に排出するまでの関連施設である。

方式は、熱回収施設において、一般的に使用されている平衡通風方式とし、押込送風

機、誘引通風機を設置する。 

煙突については外筒・内筒集合式とし、高さは 59m とする。煙突は圧迫感や景観等

に配慮し、形状や意匠に留意するとともに笛吹き現象が発生しないように留意する。 

⑧ 灰出し設備 

焼却溶融炉から発生する焼却残渣は、排ガスとともに焼却溶融炉から排出され、集

じん装置等により捕捉される飛灰（以下、「溶融飛灰」という。）がある。 

溶融飛灰は、民間事業者の「精錬施設」に搬入し再資源化（山元還元）する。 

なお、民間事業者の受入が困難となった場合は、埋立処分を行うことも考えられる

ことから、非常用の対策としてごみ焼却施設内で溶融飛灰の安定化処理を行うため、

重金属固定化剤を溶融飛灰に混合する薬剤処理設備を併設する。 

⑨ 残渣物処理設備 

溶融飛灰の搬出設備は、タンクローリー車等へ充填可能な乾式輸送設備（貯留槽を

含む。）を設置する。 
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⑩ 搬出設備 

ア. スラグ 

ごみのガス化溶融処理を行うことにより、スラグを生成する。スラグは土木資材

等として有効利用を行うことができる。 

スラグは、貯留後、有価物として売却する。 

イ. その他 

処理方式（炉の方式）により異なるが、その他として、メタル（シャフト炉式）、

鉄（流動床式）、アルミ（流動床式）等の資源物が生成・回収できる。 

これらの資源物は、貯留後、有価物として売却する。 

⑪ 給水・排水処理設備 

ごみ焼却施設の用水は、主に管理施設で用いる生活系用水とエネルギー回収推進施

設で用いる工場系用水があり、これら用水は基本的に上水を利用する。なお、雨水の

積極的な活用も今後検討する。 

また、施設から排水される工場系（プラント）排水はごみ焼却施設で再利用を行い、

クローズド（無放流）とする。生活系排水は、そのまま下水道に放流する。雨水排水

は、水路を通して、河川に放流する。 

⑫ その他設備 

ごみ焼却施設は、災害時の早期復旧に寄与することを目指しており、災害時に発生

した廃棄物を適正処理する機能を併せ持たせる計画である。 

そのため、災害廃棄物の貯留スペースとして約 5,000m2を確保する。 

b) し尿処理施設 

し尿処理施設の処理フロー（案）は図－5.4.3、主な設備の概要は以下に示すとおりで

ある。 

図－5.4.3 し尿処理施設の処理フロー（案） 

受入槽 中継槽 凝集槽 汚泥脱水機 

硝化・脱窒槽 

固液分離設備 

貯留槽 

脱水汚泥 

水分 70％以下 

（ごみ焼却施設へ搬入） 

下水道放流 

し尿・浄化槽汚泥（農業集落排水汚泥含む） 

凡例 

し尿・浄化槽汚泥の流れ 

処理水の流れ 

脱水汚泥の流れ 

余剰汚泥の流れ 
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① 受入貯留設備 

搬入されたし尿及び浄化槽汚泥（農業集落排水汚泥含む）を受入れ、沈砂した後、

受入槽に流入させる。破砕機で夾雑物等を破砕した後、中継槽に流入させる。 

② 凝集分離設備 

破砕後のし尿及び浄化槽汚泥（農業集落排水汚泥含む）を対象として、主処理設備

から発生する余剰汚泥と混合して凝集処理後、脱水による固液分離を行い、分離液の

性状安定化及び負荷低減を行った後、貯留槽に流入する。 

③ 主処理設備（硝化・脱窒槽） 

生物学的脱窒素法により、凝集分離液等を高容積負荷で処理し、処理水として定常

的に所定の処理水質を確保する。 

④ 放流設備 

主処理設備からの処理水を下水道に放流する。 

⑤ 脱臭設備 

処理の各設備から発生する臭気を濃度別に分別捕集し、環境保全上支障がないよう

に処理する。 

⑥ 取排水設備 

上水及びプロセス用水の取水設備及び床排水等を雑排水槽へ流入させ、主処理設備

へ投入する。 

⑦ 資源化設備（汚泥助燃剤化設備） 

凝集分離設備において、混合した汚泥を高効率な脱水機を用いて含水率 70%以下まで

脱水する。 
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5.4.3 運転計画 

運転計画は、表－5.4.8に示すとおりである。 

表－5.4.8 運転計画 

 ごみ焼却施設 し尿処理施設 

搬入日時 
【曜日】月曜日～土曜日（日曜日・祝日は除く） 

【時間】8 時 30 分～17 時 00 分 

運転時間 365（日/年）、24（時間/日） 

5.4.4 収集運搬車両等 

収集運搬車両等は、表－5.4.9に示すとおりである。 

収集運搬車両等台数は、ごみ収集車等が 240 台、自己搬入等が 280 台、職員が 74 台、

合計で 594 台増加することとなる。 

収集運搬車両等の搬入ルートは、図－5.4.4に示すとおりである。 

収集運搬車両等の搬入ルートは、市道土
ど

与
よ

丸
まる

上
かみ

三
み

永
なが

線の上三永方面からと土与丸方面か

らとなっている。 

表－5.4.9 収集運搬車両等（平成 25 年度及び平成 32 年度） 

                                単位：台/日 

年度 
車両 

規格 
収集運搬車両等 上三永方面 土与丸方面 合計 

平成 25 年度 

（現状）注 1）

大型車 ごみ収集車等注 3）   336   4   340

小型車 自己搬入等    80   0    80

職員    60   6    66

合計   476  10   486

平成 32 年度 

（供用後）注 2）

大型車 ごみ収集車等注 3）   576   4   580

小型車 自己搬入等   360   0   360

職員   120  20   140

合計 1,056  24 1,080

増加台数 大型車 ごみ収集車等注 3）   240   0   240

小型車 自己搬入等   280   0   280

職員    60  14    74

合計   580  14   594

注 1）交通量調査結果より作成（調査実施日：平成 25 年 12 月 4 日）。 

注 2）ごみ収集車等（ごみ及びし尿の収集車）、自己搬入等、職員は、本組合資料を基に設定した。 

また、施設運営に関係する大型車については、ごみ収集車等に計上している。 

注 3）資源化物（スラグ、メタル等）の搬出車両を含む。 



5-15 

図－5.4.4 収集運搬車両等の搬入ルート 

市道土与丸上三永線 

東広島市 

竹原市 

竹原市 

建設候補地 

土与丸方面 

上三永方面 

（承認番号 平 26 情複、第 1073 号） 
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5.4.5 資源化物等 

新施設の稼働により発生する資源化物等は、表－5.4.10に示すとおりである。 

ごみ焼却施設からは、スラグ、メタル（シャフト炉式のみ）、金属類残渣（流動床式の

み）、溶融飛灰が発生する。し尿処理施設からは、脱水汚泥、し渣、沈砂が発生する。 

表－5.4.10 新施設の稼働により発生する資源化物等 

施設 資源化物等 搬出量（t/年） 利用・処分方法 

ごみ焼却施設 シャフト

炉式 

ス ラ グ 8,800 土木資材として利用 

メ タ ル 1,400 資源化物として回収 

溶融飛灰 2,500 山元還元により再資源化 

流動床式 ス ラ グ 4,000 土木資材として利用 

金属類残渣 3,200 資源化物として回収 

溶融飛灰 2,700 山元還元により再資源化 

し尿処理施設 脱水汚泥 7,800 助燃剤として利用 

し    渣  380 ごみ焼却施設で処理 

沈    砂  710 ごみ焼却施設で処理 

注）メーカーアンケート調査結果（p.9-12-7、p.9-12-8 参照）による。また、脱水汚泥は新ごみ処 

理施設技術検討委員会資料による。 

5.4.6 公害防止計画 

ごみ及びし尿等の処理に伴い発生する排ガス等については、基本方針に基づき周辺地域

の環境の保全に配慮し、適正に処理が行える設備を設置することとする。 

(1) 排ガスに係る公害防止計画 

ごみ焼却施設の排ガス量等は、表－5.4.11に示すとおりである。また、排ガスに係る規

制基準値及び自主管理基準値（案）は、表－5.4.12に示すとおりである。 

表－5.4.11 ごみ焼却施設の排ガス量等 

 諸 元 

湿ガス量 82,500Nm3/h

煙突排出温度 194℃

煙突排出速度 26m/s

煙突 高さ 59m

 口径 口径 0.8m の内筒 3 本、外筒 1 本

注）排ガス条件は、メーカーアンケート調査結果による。 
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表－5.4.12 排ガスに係る規制基準値及び自主管理基準値（案）（ごみ焼却施設） 

 規制基準値注 1） 自主管理基準値（案） 

ばいじん 0.04g/Nm3以下 0.01g/Nm3以下

塩化水素 430 注 2）ppm 以下 50ppm 以下

硫黄酸化物 K 値=8.0 以下 50ppm 以下

窒素酸化物 250ppm 以下 80ppm 以下

ダイオキシン類 0.1ng-TEQ/Nm3以下 0.1ng-TEQ/Nm3以下

資料：一般廃棄物処理施設整備基本計画、平成 23 年 3 月、広島中央環境衛生組合 

注 1）大気汚染防止法施行規則、昭和 46 年厚生省・通達省令第 1 号（ばいじん、塩化水 

素、硫黄酸化物、窒素酸化物） 

ダイオキシン類対策特別措置法、平成 11 年環境庁告示第 67 号（ダイオキシン類） 

注 2）塩化水素の法規制値は、大気汚染防止法に基づく排出規制濃度 700mg/Nm3（標準状 

態［0℃、1 気圧］における 1m3当たりの質量）を ppm に換算した数値。 

(2) 騒音に係る公害防止計画 

騒音に係る自主管理基準値は、表－5.4.13に示すとおりである。 

自主管理基準値は、規制基準値を遵守する。 

表－5.4.13 騒音に係る自主管理基準値（敷地境界） 

時間区分注 1）

建設候補地 備考注 3）

昼間 朝・夕 夜間 

自主管理基準値 

（規制基準値注 2））

70 デシベル 70 デシベル 60 デシベル 東広島市 
第 4 種区域

（参考） 

60 デシベル 60 デシベル 50 デシベル 竹 原 市 
第 3 種区域

（適用） 

注 1）昼間（8 時～18 時）、朝・夕（6 時～8 時、18 時～22 時）、夜間（22 時～翌 6 時） 

注 2）騒音の規制に関する定め、昭和 48 年広島県告示第 171 号 

注 3）建設候補地のうち東広島市は、騒音規制区域に該当しないことから第 4 種区域（参考）とする。 

(3) 振動に係る公害防止計画 

振動に係る自主管理基準値は、表－5.4.14に示すとおりである。 

自主管理基準値は、規制基準値を遵守する。 

表－5.4.14 振動に係る自主管理基準値（敷地境界） 

時間区分注 1）

建設候補地 備考注 3）

昼間 夜間 

自主管理基準値 

（規制基準値注 2））
65 デシベル 60 デシベル 

東広島市 
第 2 種区域 

（参考） 

竹 原 市 
第 2 種区域 

（適用） 

注 1）昼間（7 時～19 時）、夜間（19 時～翌 7 時） 

注 2）振動の規制に関する定め、昭和 53 年広島県告示第 58 号 

注 3）建設候補地のうち東広島市は、振動規制区域に該当しないことから第 2 種区域（参考）とする。 
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(4) 悪臭に係る公害防止計画 

悪臭に係る自主管理基準値は、表－5.4.15に示すとおりである。 

自主管理基準値は、規制基準値を遵守する。 

表－5.4.15 悪臭に係る自主管理基準値（敷地境界） 

項 目 単位 
自主管理基準値 

（規制基準値注）） 

特
定
悪
臭
物
質

アンモニア ppm 1 

メチルメルカプタン ppm 0.002 

硫化水素 ppm 0.02 

硫化メチル ppm 0.01 

二硫化メチル ppm 0.009 

トリメチルアミン ppm 0.005 

アセトアルデヒド ppm 0.05 

プロピオンアルデヒド ppm 0.05 

ノルマルブチルアルデヒド ppm 0.009 

イソブチルアルデヒド ppm 0.02 

ノルマルバレルアルデヒド ppm 0.009 

イソバレルアルデヒド ppm 0.003 

イソブタノール ppm 0.9 

酢酸エチル ppm 3 

メチルイソブチルケトン ppm 1 

トルエン ppm 10 

スチレン ppm 0.4 

キシレン ppm 1 

プロピオン酸 ppm 0.03 

ノルマル酪酸 ppm 0.001 

ノルマル吉草酸 ppm 0.0009 

イソ吉草酸 ppm 0.001 

注）悪臭防止法の規定に基づく規制地域の指定及び規制基準の設定、平成 14 年広島県告示第 1199 号
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(5) 排水に係る公害防止計画 

排水に係る自主管理基準値は、表－5.4.16に示すとおりである。 

ごみ焼却施設から排水される排水は、施設内で再利用を行い、無放流を計画している。 

また、し尿処理施設からの処理水は、東広島市公共下水道への排水を計画しており、下

水排除基準を満足するものとする。 

＜表－5.4.16の備考＞ 

注 1）  枠内は政令（第 9 条の 4）で定める一律基準を示す。この基準値に適合しない水を流した工場・事業場は、処罰されるこ

とがある（法第 46 条の 2）。 

注 2）  枠内は条例で定める基準の限度（最も厳しい値）を示す。この基準値に適合しない水を流した工場・事業場には、公共下

水道管理者は、その水質を改善するように命令したり、さらに公共下水道へ水を流すことを一時停止するように命令すること

がある（法第 38 条第 1 項第 1 号）。 

注 3）「太字」は、直罰対象の基準を示す。 

注 4）現に終末処理場を設置していない公共下水道の使用者には、水質汚濁防止法が適用される。 

注 5）NO.1～No.33 は水質汚濁防止法に規定する特定施設の設置者に適用する基準を示し、No.34 は、ダイオキシン類特別対策措置

法に規定する水質基準対象施設設置者に適用する基準を示す（令第 9 条の 3 第 1 項）。 

注 6）No.25、No.26、No.27、No.30、No.35、No.40、No.41 についての直罰に係る基準は、業種又は施設により定められた期間内で

暫定基準がある。 

注 7）No.8 のアルキル水銀化合物の下水の水質の検定方法等に関する省令による検出下限値は、0.0005mg/L である。 

注 8）No.25、No.26 に係る基準のうち、「河川」欄は、河川その他の公共用水域を放流先とする下水道に排除する場合に適用する基

準を示し、「海域」欄は、海域を放流先とする下水道に排除する場合に適用する基準を示す（令第 9 条の 4 第 1 項）。 

注 9）No.28～No.33 までは、排水量が 50m3/日未満の事業場に対しては、排除の制限の適用が除外されるが、上乗せ基準により水量

裾切りの縮小がある場合には、その水量に対して排除の制限が適用される（直罰の対象となる）（令第 9 条の 3 第 1 項）。 

注 10）No.34 は、下水道からの放流水にダイオキシン類の排水基準が適用される場合にのみ、条例で除害施設の設置等の義務付けに

係る下水排除基準を定めることができる（令第 9 条の 9 第 1 項、2項）。 

注 11）ダイオキシン類対策特別措置法に基づく特定事業場（水質汚濁防止法の特定施設に該当しない場合）は、ダイオキシン類の

みが、水量に係わらず直罰対象であり、これ以外の項目は水量に係わらず除害施設の設置等の義務付けに係る排除基準が適

用される（令第 9 条の 3 第 1 項）。 

注 12）No.36、No.39、No.42、No.43 については、終末処理場が設置されているか否かに関わらず、下水道施設の機能保全の観点か

ら、法第 12 条に基づき、条例により基準値が定められる。 

注 13）No.35 は、特定事業場の場合、下水道条例で基準を定めると、排水量に関わらず直罰の対象となる（法第 12 条の 2 第 3 項、

第 5 項、令第 9 条の 6 第 1 項）。 

注 14）（ ）内は、製造業又はガス供給業の用に供する施設に適用する基準の限度を示す。ただし、基準を定めることができるのは、

該当する施設から排除される汚水の合計量がその処理施設で処理される汚水の量の 1/4 以上であると認められる等の理由が

ある場合に限られている（令第 9 条の 5 第 2 項）。 

注 15）No.36～No.41 について排水量 50m3/日以上で特定事業場の場合は下水道条例で基準を定めると直罰の対象となる（法第 12 条

の 2 第 3 項、第 5 項、令第 9 条の 6 第 1 項）。 

注 16）No.40、No.41 は、下水道からの放流水に窒素、りんの排水基準が適用される場合にのみ、下水排除基準が適用される（令第

9 条の 5 第 1 項）。 

注 17）No.40、No.41 は、下水道からの放流水に係る上乗せ条例がある場合は、上乗せ条例の値の 2 倍（製造業は 1.25 倍）が条例で

定める下水排除基準の限度となる（令第 9 条の 5 第 1 項）。 

注 18）No.35 は、下水道からの放流水に係る上乗せ条例がある場合は、上乗せ条例の値の 3.8 倍（製造業は 1.25 倍）が条例で定め

る下水排除基準の限度となる（令第 9 条の 5 第 1 項）。 
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表－5.4.16 排水の自主管理基準値（下水排除基準注）（し尿処理施設））

対象者

対象物質又は項目 

終末処理場を設置している公共水道の使用者 

特定事業場（排水量 50m3/日以上） 

1 カドミウム及びその化合物 0.1mg/L 以下 

2 シアン化合物 1mg/L 以下 

3 有機りん化合物 1mg/L 以下 

4 鉛及びその化合物 0.1mg/L 以下 

5 六価クロム化合物 0.5mg/L 以下 

6 ひ素及びその化合物 0.1mg/L 以下 

7 水銀、アルキル水銀その他の水銀化合物 0.005mg/L 以下 

8 アルキル水銀化合物 検出されないこと 

9 ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ） 0.003mg/L 以下 

10 トリクロロエチレン 0.3mg/L 以下 

11 テトラクロロエチレン 0.1mg/L 以下 

12 ジクロロメタン 0.2mg/L 以下 

13 四塩化炭素 0.02mg/L 以下 

14 1,2-ジクロロエタン 0.04mg/L 以下 

15 1,1-ジクロロエチレン 1mg/L 以下 

16 シス-1,2-ジクロロエチレン 0.4mg/L 以下 

17 1,1,1-トリクロロエタン 3mg/L 以下 

18 1,1,2-トリクロロエタン 0.06mg/L 以下 

19 1,3-ジクロロプロペン 0.02mg/L 以下 

20 チウラム 0.06mg/L 以下 

21 シマジン 0.03mg/L 以下 

22 チオベンカルブ 0.2mg/L 以下 

23 ベンゼン 0.1mg/L 以下 

24 セレン及びその化合物 0.1mg/L 以下 

25 ほう素及びその化合物 
河川 10mg/L 以下 

海域 230mg/L 以下 

26 ふっ素及びその化合物 
河川 8mg/L 以下 

海域 15mg/L 以下 

27 1,4-ジオキサン 0.5mg/L 以下 

28 フェノール類 5mg/L 以下 

29 銅及びその化合物 3mg/L 以下 

30 亜鉛及びその化合物 2mg/L 以下 

31 鉄及びその化合物（溶解性） 10mg/L 以下 

32 マンガン及びその化合物 10mg/L 以下 

33 クロム及びその化合物 2mg/L 以下 

34 ダイオキシン類 10pg-TEQ/L 以下 

35 アンモニア性窒素・亜硝酸性窒素及び硝酸性窒素含有量 380（125）mg/L 未満 

36 水素イオン濃度（pH） 5（5.7）を超え 9（8.7）未満 

37 生物化学的酸素要求量（BOD） 600（300）mg/L 未満 

38 浮遊物質量（SS） 600（300）mg/L 未満 

39
ノルマルヘキサン 

抽出物質含有量 

鉱油類含有量 5mg/L 以下 

動植物油脂類含有量 30mg/L 以下 

40 窒素含有量 240（150）mg/L 未満 

41 りん含有量 32（20）mg/L 未満 

42 温度 45（40）℃ 未満 

43 よう素消費量 220mg/L 未満 

44 その他の規制項目 

生物化学的酸素要求量に類似した項目（ＣＯＤ等）

及び大腸菌群数を除き、地方公共団体の横出し条

例で終末処理場からの放流水に基準が定められて

いる場合、その項目と数値を下水排除基準として

条例で定めることができる 

注）下水道法施行令、昭和 34 年政令第 147 号 

東広島市公共下水道条例、昭和 60 年、東広島市条例第 25 号 
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5.4.7 維持管理計画 

新施設の維持管理計画は、表－5.4.17に示すとおりである。 

ごみ焼却施設の排ガスに係る維持管理計画は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施

行規則」（昭和 46 年 9 月 23 日厚生省令第 35 号）に基づき計画した。燃焼設備に係る維持

関係計画は、「ごみ処理に係るダイオキシン類発生防止等ガイドライン」（平成 9 年 1 月、

ごみ処理に係るダイオキシン削減対策検討会）等に基づき計画した。 

し尿処理施設に係る維持管理計画は、賀茂環境衛生センターの実績に基づき計画した。 

表－5.4.17（1）新施設の維持管理計画（ごみ焼却施設の排ガス） 

項目
対象物質 

測定頻度 測定方法 

排
ガ
ス

ばいじん 6 月に 1 回以上 JIS Z 8808 

塩化水素 6 月に 1 回以上 JIS K 0107 

硫黄酸化物 6 月に 1 回以上 JIS K 0103 

窒素酸化物 6 月に 1 回以上 JIS K 0104 

ダイオキシン類 1 回/年以上 JIS K 0311 
注）「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則」（昭和 46 年 9 

月 23 日厚生省令第 35 号）

表－5.4.17（2）新施設の維持管理計画（ごみ焼却施設の燃焼設備）

項目 規制基準値注 1） 自主管理基準値注 2） 測定頻度 

燃
焼
設
備

燃焼温度 800 度以上 850 度以上 連続測定 
滞留時間 ― 2 秒以上 ― 

安定燃焼 ― 

100ppm を超える二
酸化炭素瞬時値の
ピークを極力発生
させないこと 

連続測定 

集じん器 
（入口ガス温度）

おおむね
200 度以下

200 度未満 連続測定 

注 1）「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則」（昭和 46 年 9 月 23 日厚生省 

令第 35 号） 

注 2）「ごみ処理に係るダイオキシン類発生防止等ガイドライン」（平成 9 年 1 月、 

ごみ処理に係るダイオキシン削減対策検討会） 

表－5.4.17（3）新施設の維持管理計画（し尿処理施設） 

項目

対象物質 
測定頻度 測定方法 

水素イオン濃度（pH） 1 回/月 JIS K 0102 

生物化学的酸素要求量（BOD） 1 回/月 JIS K 0102 

浮遊物質量（SS） 1 回/月 昭和46年環境庁告示第59号付表9

ノルマルヘキ

サン抽出物質

含有量 

鉱油類含有量 1 回/月 昭和 49年環境庁告示第64号付表4

動植物油脂類

含有量 
1 回/月 昭和 49年環境庁告示第64号付表4

窒素含有量 1 回/月 JIS K 0102 

りん含有量 1 回/月 JIS K 0102 

よう素消費量 1 回/月 
昭和 37 年厚生省・建設省令第 1 号

別表第 2 

注）賀茂環境衛生センターの実績を参考に設定。 
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5.5 造成計画 

造成計画（案）は、図－5.5.1に示すとおりである。 

図－5.5.1 造成計画（案） 
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5.6 工事計画等 

5.6.1 工事計画 

工事計画は、表－5.6.1に示すとおりである。 

造成設計・工事は、平成 27～28 年度中、施設建設工事は、平成 29～32 年度中に実施す

る予定である。 

表－5.6.1 工事計画 

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 平成 32年度 

造成設計・工事 ＝＝＝＝ ＝＝＝＝     

施設

建設

工事 

ごみ焼却施設   ＝＝＝＝ ＝＝＝＝ ＝＝＝＝ ＝＝ 

し尿処理施設   ＝＝＝＝ ＝＝＝＝ ＝＝＝＝ ＝＝ 

供用開始      10 月 

5.6.2 工事関係車両 

工事関係車両は、表－5.6.2に示すとおりである。 

造成工事は、平成 27 年 12 月から準備工、平成 28 年 1 月から仮設工、造成工事及び地

盤改良、平成 28 年 2 月から防災調整池工、平成 28 年 3 月から法面工及び雨水排水工を開

始する。また、平成 28 年 5 月及び平成 29 年 2 月、3 月に緑化工、平成 29 年 3 月に道路

工を行い、工事を完了する計画である。造成工事の建設機械台数は、平成 28 年 3 月に最

大 32 台/日となる。 

ごみ焼却施設の工事は、平成 30 年 3 月から準備工事及び仮設工事、平成 30 年 5 月から

地業工事、土工事、躯体工事及び建築工事、平成 30 年 11 月からプラント工事を行う計画

である。ごみ焼却施設工事の建設機械台数は、平成 30 年 5 月に最大 38 台/日となる。 

し尿処理施設の工事は、平成 30 年 3 月から仮設工事、平成 30 年 5 月から土工事、平成

30 年 6 月から地業工事及び躯体工事、平成 31 年 3 月から仕上げ工事、平成 31 年 6 月か

ら機器据付配管工事、平成 31 年 10 月からプラント電気工事を行う計画である。し尿処理

施設工事の建設機械台数は、平成 30 年 6 月に最大 19 台/日となる。 

ごみ焼却施設及びし尿処理施設の建設機械台数の合計は、平成 30 年 6 月に最大 56 台/

日となる。 

また、資材等運搬車両台数は、平成 30 年 6 月に最大 149 台/日（大型車が最大）、平成

31 年 6 月及び 7 月に最大 201 台/日（合計が最大）となる。 

工事開始時期は、設計の期間を見込み、造成工事は平成 27 年 12 月、ごみ焼却施設及び

し尿処理施設の建設工事は平成 30 年 3 月を予定している。 

なお、施設の供用は、平成 32 年 10 月を予定している。 
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表－5.6.2（1）造成工事の工事関係車両 

平成
27年

12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

準備工 準備、伐採除根 ブルドーザ 1 1 1 1 1 1 1 7

バックホウ 1 1 1 1 1 1 1 7
ダンプトラック 3 3 3 3 3 3 3 21

仮設工 暗渠排水、沈砂池 バックホウ 1 1 1 1 1 5
造成工事 切土 ブルドーザ 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 24

バックホウ 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 36
ダンプトラック 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 84

盛土 ブルドーザ 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 24
地盤改良 ラフテレーンクレーン 1 1

粉体噴射攪拌機 1 1
防災調整池工 コンクリート バックホウ 1 1 1 1 4

クローラークレーン 1 1 1 1 4

コンクリートミキサー車
注1） 3 3 3 3 12

コンクリートポンプ 1 1 1 1 4
法面工 バックホウ 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 22
緑化工 種子散布機 1 1 1 3
雨水排水工 バックホウ 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 39

ラフテレーンクレーン 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 13
道路工 アスファルトフィニッシャ 1 1

マカダムローラ 1 1
モーターグレーダー 1 1
タイヤローラ 1 1
振動ローラコンバインド 1 1

5 22 26 32 27 28 20 25 25 25 20 20 20 6 5 10 316

平成
27年
12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

大型車（台） 0 0 24 24 24 24 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 96

小型車（台） 5 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 5 5 5 260
合計（台） 5 20 44 44 44 44 20 20 20 20 20 20 20 5 5 5 356

合計
（台）

資材等運搬車両台数（台）

平成28年 平成29年

合計
（台）

合計

平成28年 平成29年
種別 細別 建設機械

注 1）コンクリートポンプ 1 台あたりに使用するコンクリートミキサー車を 3 台と想定。 

注 2）作業日数は 18 日/月を想定。 

注 3）着色箇所は、工事車両及び資材等運搬車両台数が最大となる時期を示す。



5
-
2
5 

表－5.6.2（2）ごみ焼却施設の工事関係車両 

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

準備工事 整地 バックホウ 4 4 8
ブルドーザー 2 2 4
振動ローラ 2 2 4

仮設工事 工事用仮設建屋 バックホウ 2 2 4
ラフテレーンクレーン 1 1 2

地業工事 杭工事 杭打機 3 3 6
バックホウ 3 3 6
ラフテレーンクレーン 1 1 2

土工事 掘削工事 バックホウ 2 2 2 2 2 2 12
バックホウ 5 4 4 2 2 2 2 2 23
大型ブレーカ 2 2 2 6
クラムシェル 3 3 6

山留工事 杭打機 1 1
バックホウ 1 1
ラフテレーンクレーン 1 1

躯体工事 コンクリート工事 コンクリートポンプ車 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 30
ラフテレーンクレーン 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 15

鉄骨工事 ラフテレーンクレーン 1 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 23
ラフテレーンクレーン 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 12
クローラークレーン 1 1 1 1 1 1 1 1 8
クローラークレーン 1 1 2 2 2 2 2 2 14

外装工事 ラフテレーンクレーン 1 1 1 3
クローラークレーン 2 2 2 2 2 2 2 2 16
ラフテレーンクレーン 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 20

内装工事等 ラフテレーンクレーン 2 2 2 2 2 2 2 14
建築工事 全般 発電機 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 44

発電機 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 44
プラント工事 プラント据付工事 トラッククレーン 2 1 1 2 2 3 3 1 1 1 1 1 1 20

クローラークレーン 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 28
建築工事 ダンプトラック 1 1 4 4 4 2 2 1 19

ユニック車 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 24
ユニック車 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 19
トラック 1 1 1 1 1 1 6
トラック 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 16
トレーラー 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 13
コンクリートミキサー車 1 1 1 1 1 1 4 4 4 4 2 4 4 4 4 4 4 48
産廃コンテナ車 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 24

プラント工事 トレーラー 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 13
トラック 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 21
トラック 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 23

18 18 38 37 31 22 23 21 24 27 21 27 28 28 29 29 27 21 21 22 22 21 18 16 2 2 2 2 2 2 2 603

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

大型車（台） 16 16 36 43 43 23 45 35 40 35 21 69 66 67 68 68 71 41 41 49 43 39 38 38 2 2 2 2 2 2 2 1,065

小型車（台） 20 20 30 30 30 40 40 40 40 50 64 70 80 85 95 106 106 106 106 110 110 110 65 65 15 15 15 15 15 15 15 1,723

合計（台） 36 36 66 73 73 63 85 75 80 85 85 139 146 152 163 174 177 147 147 159 153 149 103 103 17 17 17 17 17 17 17 2,788

合計
（台）

資
材
等
運
搬
車
両

建
設
機
械

合計
（台）

資材等運搬車両台数（台）

細別 建設機械種別

合計

平成30年 平成31年 平成32年

平成30年 平成31年 平成32年

注 1）着色箇所は、工事車両及び資材等運搬車両台数が最大となる時期を示す。 

注 2）資材等運搬車両は、建設候補地内で作業を行う車両と資材等を運搬する車両に分けて整理した。 
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表－5.6.2（3）し尿処理施設の工事関係車両 

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

仮設工事 仮囲い/足場 資材搬入車両 1 1 1 1 1 1 1 7
ラフテレーンクレーン 1 1

土留め ラフテレーンクレーン 1 1 2
資材搬入車両 1 1 2

土工事 掘削 バックホウ 1 2 3
ダンプトラック 5 8 13

埋戻 バックホウ 1 1 2
ダンプトラック 1 1 2
振動ローラー 1 1 2

地業工事 砕石地業 バックホウ 1 1
振動ローラー 1 1
タンパ 1 1
ダンプトラック　 1 1

躯体工事 鉄筋工事 資材搬入車両 1 1 1 1 1 1 1 1 8
型枠工事 資材搬入車両 1 1 1 1 1 1 1 1 1 9
コンクリート工事 コンクリートポンプ車 1 1 1 1 1 1 1 1 8

コンクリートミキサー車 1 2 2 2 2 2 2 2 15
仕上げ工事 ラフテレーンクレーン 1 1 1 1 4

資材搬入車両 1 1 1 1 4
機器据付配管工事 ラフテレーンクレーン 1 1 1 3

資材搬入車両 1 1 1 1 1 5
放流配管工事 バックホウ 1 1

プラント電気工事 ラフテレーンクレーン 1 1
資材搬入車両 1 1 2

外部配管 バックホウ 1 1
1 2 9 19 6 5 8 9 5 6 5 1 2 2 3 4 1 3 1 5 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 99

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

大型車（台） 2 1 43 67 24 22 30 28 18 20 18 4 4 4 8 6 2 6 2 3 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 313
小型車（台） 6 4 4 9 8 11 16 19 19 19 19 19 17 17 19 21 22 20 16 17 17 10 14 10 10 10 10 8 8 2 0 401
合計（台） 8 5 47 76 32 33 46 47 37 39 37 23 21 21 27 27 24 26 18 20 18 10 14 10 10 10 10 8 8 2 0 714

合計
（台）

合計

合計
（台）

資材等運搬車両台数（台）

平成30年 平成31年 平成32年

平成30年 平成31年 平成32年

種別 細別 建設機械

注 1）着色箇所は、工事車両及び資材等運搬車両台数が最大となる時期を示す。平成 31 年 12 月以降は、試運転関係等の運搬車両を見込んでいる。 

注 2）資材等運搬車両は、建設候補地内で作業を行う車両と資材等を運搬する車両に分けて整理した。 

表－5.6.2（4）ごみ焼却施設及びし尿処理施設の工事関係車両

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

18 18 38 37 31 22 23 21 24 27 21 27 28 28 29 29 27 21 21 22 22 21 18 16 2 2 2 2 2 2 2 603

1 2 9 19 6 5 8 9 5 6 5 1 2 2 3 4 1 3 1 5 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 99

19 20 47 56 37 27 31 30 29 33 26 28 30 30 32 33 28 24 22 27 24 21 18 16 2 2 2 2 2 2 2 702

大型車 16 16 36 43 43 23 45 35 40 35 21 69 66 67 68 68 71 41 41 49 43 39 38 38 2 2 2 2 2 2 2 1,065

小型車 20 20 30 30 30 40 40 40 40 50 64 70 80 85 95 106 106 106 106 110 110 110 65 65 15 15 15 15 15 15 15 1,723

大型車 2 1 43 67 24 22 30 28 18 20 18 4 4 4 8 6 2 6 2 3 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 313

小型車 6 4 4 9 8 11 16 19 19 19 19 19 17 17 19 21 22 20 16 17 17 10 14 10 10 10 10 8 8 2 0 401

44 41 113 149 105 96 131 122 117 124 122 162 167 173 190 201 201 173 165 179 171 159 117 113 27 27 27 25 25 19 17 3,502合計（台）

建設機械台数

施設名称等

合計（台）

資材等運搬
車両台数

 し尿処理施設

ごみ焼却施設

ごみ焼却施設

し尿処理施設

合計
（台）

平成30年 平成31年 平成32年

注 1）青色の着色箇所は建設機械台数が最大となる時期、緑色の着色箇所は資材等運搬車両台数が最大となる時期を示す（平成 30 年 6 月は大型車の合計が最大）。 

注 2）平成 31 年 6 月及び 7 月の資材等運搬車両台数は、合計台数がともに 201 台であるが、大型車の割合の多い平成 31 年 6 月を最大となる時期としている。 
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5.7 環境保全対策 

5.7.1 工事中の環境保全対策 

工事中の環境保全対策は、以下に示すとおりである。 

(1) 大気質

内容 予測事項 環境保全対策 

建設機械の 

稼働 

窒素酸化物 

●工事工程を調整し、建設機械の集中稼働を極力避ける。 

●建設機械の定期的な点検整備の実施、高負荷・空ぶかし運転

等の回避、アイドリングストップ等を徹底する。 

●排出ガス対策型建設機械を積極的に採用する。 

粉じん等 ●作業状況に応じて散水を十分に行う。 

資材及び機械

等の運搬に用

いる車両の運

行 

窒素酸化物、浮遊

粒子状物質 

●車両の運行ルートは上三永方面と土与丸方面の 2 ルートと

し車両台数を分散させる。 

●資材等運搬車両の空ぶかし運転等の回避、アイドリングスト

ップ等を徹底する。 

粉じん等 

●車両の運行ルートは上三永方面と土与丸方面の 2 ルートと

し車両台数を分散させる。 

●資材等運搬車両の空ぶかし運転等の回避、アイドリングスト

ップ等を徹底する。 

●タイヤ洗浄のための泥落とし設備を設ける。 

切土工等及び

施設等の設置 

粉じん等 

（降下ばいじん） 
●作業状況に応じて散水を十分に行う。 

(2) 騒音 

内容 予測事項 環境保全対策 

建設機械の 

稼働 
建設作業騒音 

●工事工程を調整し、特に敷地境界付近での建設機械の集中稼

働を極力避ける。 

●建設機械の定期的な点検整備の実施、高負荷・空ぶかし運転

等の回避、アイドリングストップ等を徹底する。 

●低騒音型建設機械を積極的に採用する。 

資材及び機械

等の運搬に用

いる車両の運

行 

道路交通騒音 

●車両の運行ルートは上三永方面と土与丸方面の 2 ルートと

し車両台数を分散させる。 

●市道の規制速度である時速 40km を遵守するように、工事請

負業者に対して指導を徹底する。 

●資材等運搬車両の空ぶかし運転等の回避を徹底する。 

●資材等運搬車両の搬出入は、通常の稼働時間帯に行い早朝及

び夜間には行わない。 

●資材等運搬車両は始業前点検を行うことにより性能維持に

努め、整備不良による騒音を生じさせないように努める。 
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(3) 振動 

内容 予測事項 環境保全対策 

建設機械の 

稼働 
建設作業振動 

●工事工程を調整し、特に敷地境界付近での建設機械の集中稼

働を極力避ける。 

●建設機械の定期的な点検整備の実施、高負荷・空ぶかし運転

等の回避、アイドリングストップ等を徹底する。 

●低振動型建設機械を積極的に採用する。 

資材及び機械

等の運搬に用

いる車両の運

行 

道路交通振動 

●市道の規制速度である時速 40km を遵守するように、工事請

負業者に対して指導を徹底する。 

●資材等運搬車両の空ぶかし運転等の回避、アイドリングスト

ップ等を徹底する。 

●資材等運搬車両の搬出入は、通常の稼働時間帯に行い早朝及

び夜間には行わない。 

●資材等運搬車両は始業前点検を行うことにより性能維持に

努め、整備不良による振動を生じさせないように努める。 

(4) 水質 

内容 予測事項 環境保全対策 

切土工等及び

施設等の設置 

土砂による水の

濁り 

●造成工事は、防災調整池工事を先行して行う。 

●造成法面等は速やかに吹き付け等による緑化等を行う。 

●工事区画を分けて段階的に整備し、各工事時期における裸地

面積を最小化する。 

(5) 廃棄物等 

内容 予測事項 環境保全対策 

切土工等及び

施設等の設置 

建設工事に伴う

副産物 

●伐採木は可能な限りチップ化して資源化を行う。 

●造成工事の最終設計段階において、極力土量のバランスが±

0 となるように努める。 

●建設副産物は資源化可能なものは資源化し、その他について

は適正に処理を行う。 
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5.7.2 稼働後の環境保全対策 

稼働後の環境保全対策は、以下に示すとおりである。 

(1) 大気質 

内容 予測事項 環境保全対策 

施設の稼働（排

出ガス［ごみ焼

却施設］） 

硫黄酸化物、窒素

酸化物、浮遊粒子

状物質、有害物質 

●乾式法により、硫黄酸化物及び塩化水素の発生を抑制する。 

●触媒脱硝装置により、窒素酸化物の発生を抑制する。 

●ろ過式集じん器により、ばいじん及びダイオキシンの発生を

抑制する。 

●排出ガス設備等の維持管理（燃焼温度 850℃以上、滞留時間

2 秒以上の運転条件等）を徹底することにより、排出ガスに

含まれるダイオキシン類の発生量を抑制する。 

廃棄物及びし

尿等の搬出入 

窒素酸化物、浮遊

粒子状物質 

●廃棄物及びし尿等運搬等車両の空ぶかし運転等の回避、アイ

ドリングストップ等を徹底する。 

粉じん等 

●廃棄物及びし尿等運搬等車両のタイヤ洗浄を行う。 

●廃棄物及びし尿等運搬等車両の空ぶかし運転等の回避、アイ

ドリングストップ等を徹底する。 

(2) 騒音 

内容 予測事項 環境保全対策 

施設の稼働 

（機械等の稼

働） 

施設騒音 

●施設機械は基本的に屋内設置とする。 

●騒音を発生する施設機械は騒音の少ない機種を選定する。 

●各設備の点検を日々行うことにより、維持管理を徹底する。 

●必要に応じて消音器の設置を行う。 

廃棄物及びし

尿等の搬出入 
道路交通騒音 

●市道の規制速度である時速 40km を遵守するように、収集運

搬業者に対して指導を徹底する。 

●廃棄物及びし尿等運搬等車両の空ぶかし運転等の回避、アイ

ドリングストップ等を徹底する。 

●廃棄物及びし尿等運搬等車両の搬出入は、通常の稼働時間帯

に行い早朝及び夜間には行わない。 

●廃棄物及びし尿等運搬等車両は始業前点検を行うことによ

り性能維持に努め、整備不良による騒音を生じさせないよう

に努める。 

(3) 振動 

内容 予測事項 環境保全対策 

施設の稼働 

（機械等の稼

働） 

施設振動 

●破砕機、誘引送風機等の振動の大きな機械については、独立

基礎または防振装置を設置する。 

●振動を発生する施設機械は振動の少ない機種を選定する。 

●各設備の点検を日々行うことにより、維持管理を徹底する。 

廃棄物及びし

尿等の搬出入 
道路交通振動 

●市道の規制速度である時速 40km を遵守するように、収集運

搬業者に対して指導を徹底する。 

●廃棄物及びし尿等運搬車の空ぶかし運転等の回避、アイドリ

ングストップ等を徹底する。 

●廃棄物及びし尿等運搬等車両の搬出入は、通常の稼働時間帯

に行い早朝及び夜間には行わない。 

●廃棄物及びし尿等運搬車は始業前点検を行うことにより性

能維持に努め、整備不良による振動を生じさせないように努

める。 
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(4) 悪臭 

内容 予測事項 環境保全対策 

施 設 の 稼 働

（ 排 出 ガ ス

[ごみ焼却施

設の煙突]） 

臭気指数 

●煙突から排出される臭気濃度は 1,000 以下とし、悪臭の発生

を抑制する。 

●臭気発生場所は密閉化構造にするとともに、室内を負圧にす

ることにより、臭気の漏洩を防止する。 

●臭気発生場所には脱臭設備を設置することにより、臭気を適

切に処理する。 

施 設 の 稼 働

（機械等の稼

働[し尿処理

施設の臭突]） 

臭気指数 

●臭突から排出される臭気濃度は 300 以下とし、悪臭の発生を

抑制する。 

●臭気発生場所は密閉化構造にするとともに、室内を負圧にす

ることにより、臭気の漏洩を防止する。 

●臭気発生場所には脱臭設備を設置することにより、臭気を適

切に処理する。 

(5) 地形及び地質 

内容 予測事項 環境保全対策 

施設の稼働 

（排出ガス） 
土壌汚染 

●排出ガス設備等の維持管理（燃焼温度 850℃以上、滞留時間

2 秒以上の運転条件等）を徹底することにより、排出ガスに

含まれるダイオキシン類の発生量を抑制する。 

(6) 動物 

内容 予測事項 環境保全対策 

地形改変後の

土地及び施設

の存在 

重要な種及び注

目すべき生息地 

●残置森林部を間伐や下草刈り等により適切に管理すること

で、動植物の多様性を確保する。 

●工事着手前に造成区域内に生息する保全対象種の生息状況

を調査し、必要に応じて専門家の助言を受けながら、造成区

域外の適切な場所へ移動させる。 

●施設内に設置する雨水側溝には、小型動物（哺乳類・爬虫類・

両生類等）が脱出可能な構造（スロープ等）のものを採用す

る。 

●供用時の照明の位置、点灯時期・時間、光源（LED 照明等）、

形状等を工夫する。 

●施設周辺の法面にはブナ科等の在来樹種による緑化を行い、

造成区域と周辺の植生を調和させる。

(7) 植物 

内容 予測事項 環境保全対策 

地形改変後の

土地及び施設

の存在 

重要な種及び注

目すべき生息地 

●工事着手前に、造成区域内で確認された保全対象種（ヒメタ

ヌキモ、イヌタヌキモ、エビネ）の生育状況を調査し、必要

に応じて専門家の助言を受けながら，造成区域外の適切な場

所へ移植する。 
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(8) 生態系 

内容 予測事項 環境保全対策 

地形改変後の

土地及び施設

の存在 

地域を特徴づけ

る生態系 

●残置森林部を間伐や下草刈り等により適切に管理すること

で、動植物の多様性を確保する。 

●工事着手前に造成区域内に生息する保全対象種の生息状況

を調査し、必要に応じて専門家の助言を受けながら、造成区

域外の適切な場所へ移動させる。 

●施設内に設置する雨水側溝には、小型動物（哺乳類・爬虫類・

両生類等）が脱出可能な構造（スロープ等）のものを採用す

る。 

●施設周辺の法面にはブナ科等の在来樹種による緑化を行い、

造成区域と周辺の植生を調和させる。 

(9) 景観 

内容 予測事項 環境保全対策 

地形改変後の

土地及び施設

の存在 

主要な眺望点及

び景観資源並び

に主要な眺望景

観 

●積極的に法面の緑化等を行う。 

●周辺の植樹を在来種で行い、既存の雑木林との調和が図れ

るように努める。 

●構造物は、工事の発注仕様書へ色彩等を含め周辺環境との

調和を図ることを記載する。 

●「ふるさと広島の景観の保全と創造に関する条例」に準拠

し、意匠及び色彩等に配慮した施設とする。 

(10) 人と自然との触れ合いの活動の場 

内容 予測事項 環境保全対策 

地形改変後の

土地及び施設

の存在 

主要な人と自然

との触れ合いの

活動の場 

●造成工事の最終設計段階においては、造成区域を西国街道

（山道）から可能な限り離すように努める。 

●西国街道（市道）におけるごみ収集車及び職員（通勤車）の

走行は、規制速度の時速 40km を遵守することにより、ウォ

ーキング等の利用者に対する安全性に配慮する。 

(11) 廃棄物等 

内容 予測事項 環境保全対策 

廃棄物の発生 一般廃棄物 

●焼却対象ごみ量の削減に努める。 

●スラグ、メタル、溶融飛灰、金属類残渣は資源化を行う。 

●脱水汚泥は、ごみ焼却施設で助燃剤として再資源化を行う 

●沈砂及びし渣は、ごみ焼却施設で適正に処理を行う。 

(12) 温室効果ガス等 

内容 予測事項 環境保全対策 

施設の稼働 

（排出ガス） 
二酸化炭素 

●焼却対象ごみ量の削減に努める。 

●ごみ処理に伴い発生するエネルギーを用いて高効率な発電

を行う。 

●適正な運転管理及び設備管理により高効率な発電効率を維

持する。 

●所内の電力及びエネルギー使用量の節約等により所内動力

の低減を図る。 
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5.8 関連事業 

施設完成後、将来的に賀茂環境衛生センターは解体する予定である。 

5.9 その他事業 

市道土与丸上三永線の土与丸方面は、将来的に車道幅員が 3.0m、車線が 2 車線に整備される

予定である（図－5.9.1参照）。 

  【土与丸方面】 

    ＜現況の道路断面＞ 

＜将来の道路断面＞

注）写真は平成 26 年度に道路改良工事が完了した箇所を示す。 

 図－5.9.1 道路断面（土与丸方面） 

また、平成 32 年度の計画交通量は、表－5.9.1 に示すとおりである。 

表－5.9.1 平成 32 年度の計画交通量 

年度 
伸び率 

（平成 22年度比）
伸び率 

（平成 42 年度比）
計画交通量注 1）

 大型車 小型車 

平成22年度 1.000 0.851 1,719 232 1,487
平成23年度 1.006 0.856 1,729 233 1,496
平成24年度 1.013 0.862 1,741 235 1,506
平成25年度 1.019 0.867 1,752 237 1,515
平成26年度 1.025 0.872 1,762 238 1,524
平成27年度 1.032 0.878 1,774 239 1,535
平成28年度 1.038 0.883 1,784 241 1,543
平成29年度 1.044 0.888 1,794 242 1,552
平成30年度 1.050 0.894 1,805 244 1,561
平成31年度 1.057 0.899 1,816 246 1,570

平成32年度 1.063 0.905 1,828 246 1,582 

資料：東広島市提供資料 

注 1）平成 22 年度推定交通量（1,200 台）×伸び率（平成 22 年度比）＋国道 486 号の平成 42 

年度推定交通量（6,100 台）×流入予想（10%）×伸び率（平成 42 年度比） 

注 2）網掛け箇所は平成 32 年度の計画交通量として設定した値 
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